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はじめに

　1965 年前半の米軍による北ベトナム爆撃（北爆）と地上戦闘部隊の大規模展
開で本格化したベトナム戦争はアメリカの戦争であり，それを大統領として指
揮したリンドン ･ ジョンソン（Lyndon B. Johnson）の戦争であった。ジョン
ソンは大統領選挙の年であった 1964 年にはインドシナ半島への米軍の直接介
入を回避したものの，65 年以降，北爆と南ベトナム内部の共産主義勢力である
南ベトナム解放民族戦線（以下，解放民族戦線）とこれを支援する北ベトナム
軍との戦闘を拡大し，69 年 1 月に退任するまでに最高時 50 万人を超える米軍
を派兵して南ベトナム政府の崩壊防止に努めた �1）。
　65 年前半の米軍の本格介入後，ジョンソンは軍事介入の正当性を確保すべく
西側同盟諸国に参戦を求め，順次オーストラリア，ニュージーランド，韓国，
フィリピン，タイのアジア太平洋諸国から参戦協力を取り付けた。こうしてベ
トナム戦争は，冷戦期に域内で武力衝突が起きなかったヨーロッパと異なって
西側陣営が大規模な戦闘に従事した戦争になり，アメリカと同盟国による集団
防衛の実践が求められる試練の場となったのである。
　本稿は，上記のベトナム参戦国の中でアメリカとタイの同盟関係の展開をタ
イ軍の派兵問題に焦点を当てながら考察する。ベトナム戦争でタイは韓国の 5
万人に次いで二番目に多い 1 万 1586 名（1970 年最高時）を南ベトナムに派兵
してアメリカからの協力要請に応えた �2）。しかし，次節以降で見るように，ベ
トナム政策をめぐってアメリカとタイは緊密に軍事的連携を図りつつも，タイ
政府のジョンソン政権に対する不信と不満は絶えず，同盟関係は多くの軋轢を
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抱え続けたのである。ベトナム戦争期の米タイ関係は第二次世界大戦後の両国
関係一般を論じた研究の中で概略的に考察されているが，本稿のようにアメリ
カ政府史料に依拠した実証研究はこれまでほとんど発表されていない �3）。本稿
は先行研究で考察されていない米タイ関係の内実を明らかにすることを目的と
するが，その際，ジョンソン政権内の政策決定過程を論じるだけなく，タイ政
府側の意図や思惑にも同等の関心を払うことにする。

1　ジュネーヴ宥和の教訓

　1963 年末，インドシナ情勢は一大転換点を迎える。11 月 2 日，アメリカの支
援を受け 1955 年以来南ベトナムを統治してきたゴ・ディン・ジェム（Ngo 
Dinh Diem）とゴ・ディン・ニュー（Ngo Dinh Nhu）の兄弟が軍部のクーデ
ターによって殺害された。これ以降 65 年 6 月にグエン・ヴェン・ティエウ

（Nguyen Van Tieu）とグエン・カオ・キ（Nguyen Cao Ky）の軍事政権が誕
生するまで南ベトナムは権力闘争，政変に明け暮れ，解放民族戦線が勢力を伸
長する土壌が作られていった。実はこの軍部によるクーデターはジョン・ケネ
ディ（John F. Kennedy）政権の黙認のうちに実施されたものであったが，22
日にはそのケネディもテキサス州ダラスで凶弾に倒れ，副大統領から昇格した
ジョンソンが南ベトナムの混迷を引き継ぐことになった �4）。さらに，12 月前半
にはタイでも指導者交代が起きる。サリット・タナラット（Sarit Thanarat）の
病死により，タノーム・キッティカチョーン（Thanom Kittikachorn）が首相
に就いた。
　政権発足当初，ジョンソン政権にとってインドシナ問題の核心は南ベトナム
での解放民族戦線との対決にあったが，タイにとっては隣国ラオスの内戦が自
国の安全保障上，より切実な問題であった。1960 年代初頭，ラオスでは右派，
左派，中立派三派間の抗争を発端に，アメリカが右派，ソ連が左派共産主義勢
力のパテト ･ ラオを支援する国際内戦が生起した。この内戦は英ソ共同議長の
もと関係 14 カ国が参加したジュネーヴ会議によって解決され，62 年 7 月，対
抗三派による連合政府の樹立とラオスの国際的中立化，外国軍の撤退が合意さ
れた �5）。しかし，三派間の政治的融和の試みはすぐに破綻を迎える。63 年には
中立派・右派と左派の間で武力衝突が再開し，64 年 5 月には北ベトナムの支援
を受けたパテト・ラオがジャール平原で支配を拡大するようになった �6）。この
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ように，1965 年に入って米軍の直接介入によってベトナム戦争が大規模化する
まで，タイ政府にとってはラオス領内からメコン川を渡河して南下してくる共
産主義の拡大が自国にとってより切実な脅威となっていた。
　64 年になるとジョンソン政権内でもラオス情勢への関心が高まり，5 月に共
産陣営の支配拠点を爆撃するとともに，タイ領内への米軍の派兵を検討するよ
うになった �7）。しかし，バンコクのタノーム政権は米軍派遣の打診に反対の意
向を示した �8）。米軍のプレゼンスこそが共産主義の脅威への最大の抑止となる
はずであったにもかかわらず，なぜタイ政府はアメリカの提案を拒絶したのだ
ろうか。
　その理由は，前述のジュネーヴ会議の教訓，「トラウマ」にあった。ケネディ
政権がラオス内戦の外交的解決を選択した一方で，当時のサリット政権は三派
による連合政府は早晩破綻するとの想定の下，パテト・ラオ，北ベトナムの共
産陣営への宥和に他ならないジュネーヴ会議への参加を拒否した。当時アメリ
カ大使であったケネス・ヤング（Kenneth Young）が回想するように，タイの
指導者たちにとってジュネーヴ協定はアメリカがラオス問題から体良く抜け出
し，共産陣営にラオスの支配とタイ東北部への浸透を許す「裏切りの協定」
だった �9）。この対米不信は，ジュネーヴ協定締結直後にケネディが在タイ米軍
の撤退を一方的に決定したことでさらに高まった。ケネディはタイへの共産主
義の拡大を抑止すべく，62 年 5 月から海兵隊 6500 名をタイに駐留させていた
が，ジュネーヴ協定に調印するや，タイを「二級の同盟国」であるかのように
扱って十分な事前協議もないまま部隊の大部分を撤退させたのであった �10）。結
局タイは破綻が確実なジュネーヴ協定をアメリカに押しつけられ，その軍事的
な安全保証もなしに共産主義勢力の敵意に単独でさらされることになったので
ある。
　したがって，64 年前半に再度米軍の派兵を打診されたタノーム政権にとって
肝心なことは，この「1962 年の過ちを繰り返さない」ことにあった。すなわち，
ジョンソン政権がインドシナ地域での共産陣営の挑戦に断固武力で対抗する覚
悟を示さない限り，米軍の中途半端な展開は不要であるとタイ指導者たちは判
断した。ジョンソン政権の派兵目的がラオスでの右派・中立派の存続を図るデ
モンストレーションに過ぎないのなら，その目的を達成し次第，米軍は再び撤
退していくにちがいなかった。アメリカという国家はひとたび大統領が決断す
れば同盟国との協議なしに単独行動に出る傾向にあったが，そうなれば見放さ
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れたタイはより深刻な危険の中に取り残されることになるのであった。タノー
ムは 5 月 20 日の会談でグラハム・マーティン（Graham Martin）米大使に対
し，ラオス共産主義勢力への単なる抑止を意図するのであれば米軍の派兵は不
要なばかりか，共産中国が米軍への対抗意識からタイへの圧力を拡大する危険
さえあると述べた。ジョンソン政権が東南アジアで「直接かつ公然」と軍事力
を行使する決意を固めるまで，タイ政府は米軍の展開を受け入れるつもりはな
かったのである �11）。

2　戦争協力の開始

　このようにタノーム政権は当初アメリカとの軍事的連携に躊躇していたが，
64 年後半からジョンソン政権のベトナム介入が本格化するにつれ，アメリカと
の軍事協力を開始していくことになる。
　その転機となったのは，64 年 8 月初旬に起きたトンキン湾事件であった。北
ベトナム・トンキン湾で情報収集活動に従事していた米駆逐艦マドックスと
ターナージョイがそれぞれ 2 日と 4 日に北ベトナム海軍魚雷艇の攻撃を受けた
とされる事件である。北ベトナムの挑発への報復を決断したジョンソンは 7 日
議会で演説し，東南アジアの自由と安全を守るために必要なあらゆる措置をと
る権限を求めた「東南アジア決議（トンキン湾決議）」を圧倒的多数の支持のも
と取り付けた。ジョンソンは即刻北ベトナムの魚雷艇基地と石油貯蔵施設への
報復爆撃を敢行し，ベトナムへの軍事介入の歴史的な一歩を踏み出した。
　11 月 3 日，大統領選で共和党候補のバリー ･ ゴールドウォーター（Barry 
Goldwater）に圧勝したジョンソンはインドシナへの介入を拡大していく。65
年 2 月前半，南ベトナム領内のプレイクとクイニョンの米軍施設が解放民族戦
線によって立て続けに攻撃を受け多数の米兵死傷者が出ると，ジョンソンは 3
月に恒常的北爆のローリング・サンダー作戦に踏み切るとともに，南ベトナ
ム・ダナンに海兵隊 3500 名を上陸させ解放民族戦線との戦闘に備えていった。
　こうした米軍のエスカレーション，特に北爆を基地の提供で支えたのがタイ
であった。タノーム政権はトンキン湾決議後のアメリカの対決姿勢を高く評価
し，「相当躊躇」しながらもタイ領内からの米軍爆撃機の出撃制限を解除し
た �12）。この後 60 年代後半にウタパオ，コラート，タークリー，ウドン，ナコ
ンパノムの基地で米空軍施設が拡張され，在タイ米軍は最大時 4 万 8000 人にま
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で増加していく。アメリカにとってタイの基地は「アジア大陸で唯一安全な基
地」であり，米軍作戦の「不沈空母」の役割を果たした。しかも，基地使用に
関する地位協定は締結されず，米軍は非公式な了解の下に「事実上無制限」の
基地使用を享受できたのである。最高時には北爆の実に80パーセントがタイ基
地から発進したものとなり，タイ基地は米軍にとって代替不可能な必須の軍事
拠点となった �13）。
　タイ政府はジョンソンの北爆開始に全面的な支持を表明した。タナット・
コーマン（Thanat Khoman）外相はマーティン大使との会談で「頬を紅潮」さ
せながら北爆への支持を表明したという �14）。タナットは，南ベトナムでの戦争
を「南ベトナム一国ではなく自由世界全体にとっての戦争」と捉え，共産主義
勢力による東南アジア支配を阻止し，「我々の独立と自由を維持するには武力
行使は避けられない」とした �15）。タイ外務省は 5 月に発表した声明で，65 年 2
月が南ベトナムの生存にとって「最も危機的な時期」であったとし，米軍が介
入していなかったら南ベトナムは共産主義勢力の侵略に屈伏していただろう
と，米軍の時宜を得た対応を讃えた。第二次大戦前夜のナチス・ドイツへの宥
和政策の破綻に学べば，「用心深い軍事力の行使こそ東南アジアとその外部世
界での大規模戦争を回避するための適切な手段」だったのである �16）。
　ジョンソン政権の軍事圧力の強化を賞賛する一方で，タイ政府は共産陣営と
の外交的妥協には断固反対し続けた。タイにとっての不安材料は，当時ラオス
内戦の解決とカンボジアの国際的中立を保証する国際会議の開催を求める声が
あり，それにアメリカが同調してインドシナ問題の外交的妥結に走ることで
あった。おりしも，4 月 7 日のジョンズ・ホプキンス大学での「征服無き平和」
演説でジョンソンは，共産主義陣営との対決を強調しつつも「無条件協議」に
応じる用意も示し �17），5 月 13 日から 5 日間，北爆の停止に踏み切っていた。
　タイがインドシナ問題の外交的解決に反対だったのは，南ベトナム，ラオス，
カンボジア，タイへの共産主義の脅威を「一体不可分」のものと認識していた
からであった。端的にいえば，タイ政府は，共産主義者の最終的なねらいはイ
ンドシナ全域の支配であるため，南ベトナムで戦いつつラオス，カンボジア問
題で共産主義者と対話するといった一貫性のない政策は通用しないと考えてい
た。にもかかわらず，アメリカがインドシナ問題を断片的に捉え，ラオス，カ
ンボジア問題で国際協議に応じれば，南ベトナム問題も交渉によって解決すべ
きとの要求が高まり，65 年に入ってようやく南ベトナムで共産主義との対決に
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乗り出したアメリカの決意が動揺しかねなかったのである �18）。タナットが第一
次インドシナ戦争とラオス内戦の解決にあたった二度の国際会議を想起して
語っていたように，「ジュネーヴに赴く度に共産主義者に降服する」過ちを二度
とアメリカに繰り返えさせてはならなかったのである �19）。
　さらに，65 年前半にタイ政府は，このインドシナでの共産主義の脅威が国内
にも及びつつあると危機感を強めていた。64 年末頃からタイ北部 ･ 東北部でタ
イ共産党主導による反乱が多発するようになったが，タノーム政権は共産中国
がタイを次なる転覆のターゲットにしてこれらの国内の反乱を背後で操ってい
ると警戒を強めた �20）。インドシナでの共産主義の脅威を一体のものと捉えるタ
イ政府からすれば，南ベトナム，ラオスで共産主義打倒の手を緩めれば，国内
の反乱が勢いを増してタイの治安が脅かされることになるのであった。このよ
うにタイ政府は，南ベトナムでの戦いと，ラオス国内でのパテト ･ ラオと北ベ
トナム軍の動き，タイ東北部の武装蜂起を連動する脅威と捉え，これらすべて
の問題で強硬な対決姿勢を崩してはならないと繰り返し唱えていた �21）。ゆえ
に，ジョンソンが北爆を再開して共産主義勢力との対話によるインドシナ問題
の解決が遠のくと，タイの指導者たちはアメリカの戦争継続の方針に安堵し
た。5 月の訪米時にロバート・マクナマラ（Robert McNamara）国防長官と会
談したダウィ（Dawee Chulasapya）国防副大臣は，北爆の停止がこのままずっ
と続くのではないかと憂慮していたことを吐露し，爆撃の再開に「歓喜」した。
ダウィはマクナマラに「時折アメリカには共産主義者との戦いを迫らなければ
ならないことがある」と語り，アメリカの態度軟化を牽制した �22）。

3　タイの南ベトナム派兵問題

（1）米軍地上戦闘部隊の大規模介入

　1965 年 7 月 28 日，ジョンソンは記者会見で南ベトナム駐留の戦闘部隊を 5
万人増員して 12 万 5000 人に拡大する計画を発表した �23）。これによってこれま
で南ベトナム軍への支援と基地の警護にあたってきた米軍の主要任務が「索敵
撃滅（サーチ・アンド・デストロイ）」へと変更になり，解放民族戦線，北ベト
ナム軍との直接の戦闘に従事していくことになる。同年11月にはイアドラン渓
谷で米軍と南ベトナム領内に潜伏する北ベトナム軍の間で初の本格的な戦闘が
起き，年末までに駐留米軍は 18 万 4000 人にまで拡大していった。
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　南ベトナムへの介入を強化するにあたって，ジョンソン政権はその正当性を
確保し国内外からの批判をかわすために同盟諸国に軍事支援を要請した。しか
し，65 年 5 月にロンドンで開催された東南アジア条約機構（SEATO）閣僚理
事会で集団防衛措置の発動に失敗すると �24），ジョンソン政権は南ベトナムへの
大規模派兵を検討する中，オーストラリア，ニュージーランド，韓国，フィリ
ピンにベトナム戦争への参戦を個別に要請していった。
　一方タイ政府に対しては，米軍への基地提供やラオス内戦での協力を考慮し
て 65 年前半時点で南ベトナムへの派兵を強く迫ることはなかった �25）。しかし，
地上戦闘部隊の大規模派兵を決断する過程でジョンソンはタノームに親書を認
め，南ベトナムへの支援の拡大を要請した �26）。ジョンソンはこの親書でタイ政
府に南ベトナムへの派兵を直接求めはしなかったが，当時国務省内では軍事援
助計画（Military Assistance Program: MAP）の増額供与と引き換えにタイ政
府から派兵の確約を取り付ける計画が策定されていた。ジョンソンが大規模増
派を発表した翌日，国務省はマーティンに，タイ軍の南ベトナム派兵に係る，
①部隊輸送・兵站の全費用，②武器装備，③海外派遣手当をアメリカが負担す
るとともに，タイへの MAP 増額を梃子にしてタノームの説得を試みるよう指
示を出した。もしタノームがベトナム派兵に好意的な反応を示せば，1966 会計
年度には予定額 2700 万ドルに 1270 万ドルを上乗せして供与するという，ベト
ナム派兵と MAP の「リンケージ」が考案されていたのである。タイ政府との
交渉でこの取引を具体的に提示するのか，それともまずは内容を明かさず示唆
する程度にとどめるべきかマーティンの見解が求められたが，国務省本省は援
助の増額を明示して派兵を取り付ける直接的な方法を好んでいた �27）。
　この本省からの取引提案にマーティンは強く反発した。マーティンはこれま
で，基地の提供やラオス内戦への関与などインドシナでのタイの軍事協力をア
メリカが「当然のこと」と思ってはならないと本省に警鐘を鳴らし，タイへの
援助拡大を勧告していた �28）。しかし，このような露骨な派兵と軍事援助の取引
を迫れば，これに動揺したタノーム内閣が「瓦解」するかもしれなかった。さ
らに後続政府がこの連関を逆手にとってアメリカから支援を引き出すために基
地使用を制限するようになる可能性も排除できなかった。大統領が政治的な思
惑からできるだけ多くの同盟国から支援を取り付ける必要があることは理解し
つつも，マーティンは同盟関係を不安定にする危険を冒してまでタイに派兵を
迫る必要はないとの見解を示した �29）。
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（2）MAP 増額問題

　マーティンの反対もあって，結局直接の取引提案は控えることになった。し
かし，アメリカ政府内ではタイ軍の派兵を確保する手段として軍事援助の増額
提供が引き続き検討されていった。65 年後半にはタイ側からプラパート・チャ
ルサティアン（Prapas Charusathiara）副首相兼内相や軍幹部がタイの防衛強
化に対するアメリカの支援不足，とくに過去数年間の MAP の減少傾向に不満
を示すようになり，米タイ「関係全般」が揺らぐ危険が生じていた �30）。
　ジョンソンは 66 年 1 月末，前年のクリスマス・イヴから停止してきた北爆の
再開を決定した。ジョンソンはこの休止期間に同盟諸国や共産圏諸国に特使を
派遣してベトナム和平の糸口を探ったが具体的な成果が得られなかった。タ
ノームはジョンソンに，戦争を終結に導くには自由世界の断固たる決意を誇示
する以外に方法はないと述べて北爆再開への全面支持を表明した �31）。
　しかし，2 月中旬にヒューバート・ハンフリー（Hubert Humphrey）副大統
領がバンコクを訪問した際，タイ政府閣僚はアメリカの軍事関与への不安を語
り，国内の治安悪化を警戒してアメリカに支援の拡大を求めた。タイの指導者
達はアメリカの北爆再開を評価しつつも，ジョンソン政権が交渉によるベトナ
ム戦争の解決を求めて南ベトナム政府に解放民族戦線との連合政府の樹立を強
要するようになるのではないかとの不安を明かした。また，タノームとプラ
パートは，65 年後半に東北部で活発になった共産テロの転覆工作にハンフリー
の注意を喚起した。同年後半にはタイ独立運動やタイ愛国戦線などの共産主義
勢力の反乱が攻勢に転じ，タイ政府・警察組織への転覆活動が25件発生してい
た。こうした事態に対処すべくタイ政府はプラパート副首相の統括下に共産主
義鎮圧作戦司令部を創設してゲリラ討伐に乗り出したが「深刻な財政問題」に
直面していた。地方農村部での反乱を食い止めるには武装組織の鎮圧のみなら
ず，共産主義の伝播を防止する貧困対策，医療，教育，福祉面での経済社会開
発が急務であった。タイ政府はすでに国家予算の 6 割強をこうした開発計画に
投入しており自助努力のみでは限界があるとして，アメリカに支援を求めた。
タイ指導部との会談を終えたハンフリーは，タイ国内での共産テロの拡大に対
処するために MAP の増額支援をジョンソンに勧告した �32）。
　このようにタイ軍の南ベトナム派兵を確保するには，その前提としてタイ政
府が抱える国内治安の不安を解消するために MAP の増額が不可欠となった。
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ところが 10 月，1967 会計年度におけるタイへの援助をめぐってディーン・ラ
スク（Dean Rusk）の国務省とマクナマラの国防総省の間で意見対立が生じた。
マクナマラは軍事的合理性を重視してタイが防衛に必要な援助を 3500 万ドル
と見積もった。議会が MAP 予算の削減に動く中，これ以上の額をタイに供与
すれば他国への援助にしわ寄せが起きる可能性があった。マクナマラによれ
ば，タイに必要なのは外部からの直接侵略に対抗する通常兵力の増強ではな
く，国内の反乱を鎮圧する能力であり，それには 3500 万ドル規模の援助で十分
であった。これに対し国務長官のラスクはタイとの同盟関係の安定を重視し，
6000 万ドルへの増額を主張した。後述するように自国の防衛へのアメリカの明
確な関与を求めていたタイを満足させるには，MAP を増額して SEATO 条約
による安全の保証を具体化させる必要があった。またタイ政府は国内治安の強
化に加え，通常戦力の強化による軍の近代化を当時目指していたが，MAP を
増額供与しなければ，タイ政治の安定の鍵を握る軍部が不満を募らせてバンコ
クとの関係が悪化する恐れもあった。さらに，MAP の増額に応じないとタイ
政府は自らの国防予算を拡大して通常兵力の増強を図るかもしれず，そうなれ
ば国内の反乱を抑えるのに必要な経済社会計画の財源が不足して治安が悪化す
ることも懸念された。以上の点を考慮し，ラスクは MAP の他の計画を一部削
減してもタイを優先すべきと唱えた �33）。
　両省間の折衝では合意に至らず，最終判断は大統領に委ねられることになっ
た。ウォルト ･ ロストウ（Walt Rostow）国家安全保障問題担当補佐官は，タ
イ基地の安定的使用を重視して国務省案を支持する考えを大統領に勧告し，
ジョンソンは結局国務省案の 6000 万ドルの供与を選択した �34）。マーティン大
使に対する国務省本省からの訓令には，このタイへの増額は，MAP 総予算が
66 年度の 11 億 7000 万ドルから 67 年度に 7 億 9200 万ドルへ大幅に削減される
見込みの中でとられた特別な措置であることをタイ政府に強調して伝えるよう
指示があった �35）。

（3）タイへのアメリカの安全保証（security guarantee）

　こうして MAP の増額が決まり，タイの南ベトナム派兵に必要な要件がひと
つ満たされたが，米タイ両国にはもうひとつ乗り超えなければならない問題が
あった。それが，66 年秋にタナットがジョンソン政権に執拗に迫ったアメリカ
による安全の保証である。9 月下旬，国連総会の機に訪米したタナットとポッ
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ト・サラシン（Pote Sarasin）開発相はラスク国務長官，U・アレクシス・ジョ
ンソン（U. Alexis Johnson）政務担当国務次官代理と会談し，アメリカ政府に
よるタイ防衛への明確な関与保証を求めた。当時タナットは，アメリカ国内で
議会，マスメディアの戦争批判が高まり，ジョンソン政権の戦争継続の意志と
タイへの防衛関与が次第に弱まっていくことを憂慮していた �36）。
　なかでもタイ政府にとって天敵と言える存在であったのが上院外交委員長の
J・ウィリアム・フルブライト（James William Fulbright）である。フルブラ
イトは 66 年 1，2 月，ベトナム戦争に関する初の公聴会を開催し，米軍の南ベ
トナムへの関与の実態を究明した �37）。公聴会の模様は一部テレビで全米に生中
継され，アメリカ国民の 2200 万人が視聴したとされるが，公聴会前後でジョン
ソン政権のベトナム政策への世論の支持は 63 パーセントから 49 パーセントに
下落した �38）。その後もフルブライトは政権批判の手を緩めず，ジョンソン政権
は国民や議会に真実を秘密にしたままベトナムでの戦争を拡大しているとの批
判，いわゆる「信頼性ギャップ（credibility gap）」の問題を提起した。その際，
フルブライトが具体例として挙げたのがタイへの関与だったのである。フルブ
ライトはタイへの米軍の関与が既成事実となり，タイが「第二のベトナム」と
化す前に真相を解明すべく非公開公聴会を 9 月 20 日に開催した �39）。政権側か
ら証言に立ったウィリアム ･ バンディ（William Bundy）極東問題担当国務次
官補は SEATO 条約に基づくアメリカとタイの軍事協力の正当性を強調し，フ
ルブライトをはじめとする外交委員が疑惑を抱くタイ北部での反乱鎮圧への米
軍の直接関与を否定した �40）。この公聴会での追及は乗り切ったものの，タイに
は米軍を派遣してまで守る価値はないとするフルブライトやウェイン・モース

（Wayne Morse）上院議員の侮辱的な発言にタナットは憤慨した。フルブライ
トのような影響力のある人物の言動によってアメリカ世論が次第に変化し，
ジョンソン政権がタイへの防衛関与を履行できなくなる事態を憂慮していたの
である �41）。
　9 月 22 日，タナットはラスク，ジョンソン次官代理とそれぞれ会談したが，
ジョンソンによれば，この会談はこれまでのタナットとの対話の中で「最悪」
の会談となり，「辛辣な会話」が繰り広げられた �42）。タナット曰く，タイはア
メリカの明確な安全保証がないままに共産主義勢力からの報復の危険に身をさ
らしているのだった。アメリカのような「大国は戦争に敗れても消滅すること
はない」。だが，タイのような「小国は粉砕されると消えて無くなる」のであ
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る。タイの要求は法外なものではなく，アメリカがフィリピン，日本，オース
トラリアに与えているような安全の保証を求めているに過ぎない，というので
ある �43）。
　ラスクは SEATO を通じてタイに十分な保証を与えていると説得を試みた
が，すでに集団防衛機構として機能不全を露呈していた SEATO ではタイに
とっては何の確証にもならなかった。ラスクは上院の圧倒的支持によって批准
された SEATO 条約以上に確実な保証はないとし，またアメリカ単独によるタ
イへの防衛関与を約束した62年3月のラスク＝タナット声明にも言及して説得
を続けたが，タナットは納得しなかった �44）。ジョンソン次官代理との会談でタ
ナットは，アメリカは「白人」から成る北大西洋条約機構（NATO）諸国と同
等の処遇を「茶褐色」の諸国民には与えたがらないと人種論を持ち出して不満
を露わにした �45）。アメリカの保証は必ずしも公式の二国間条約や協定の形態を
とらなくても良いが，十分な法的効力を持ち，指導者の交代や国内政治の変動
があっても存続するものでなければならなかった �46）。
　国務省の分析では，タナットの対米不信の一因はタノームやダウィによって
アメリカとの軍事協議から自分が排除されていることへの不満や，米議会とメ
ディアのタイ批判に「過敏」になっていることにあった。タナットは，タイ政
府は集団指導体制をとっており，アメリカは首相のタノームとだけ協議すれば
済むのではないと述べ，自分が蔑ろにされてきたことへの不満を示した �47）。先
行研究でも論じられているように，ベトナム戦争期の軍事 ･ 安全保障問題に関
するアメリカとの交渉はタノーム，プラパート，ダウィなどの少数の軍幹部が
独占し，文民閣僚のタナットは対米交渉の政策決定からほぼ除外されていたの
だった �48）。
　タナットの対米要求は必ずしもタノーム政権全体で共有されていたわけでは
なかった。というのも，10 月 5 日，10 日にジョンソン次官代理，ラスクと会談
したポットは，現時点での二国間条約の締結は両国いずれの利益にも合致せ
ず，共産陣営の報復攻撃に対する防衛保証も大統領から首相への非公式な声明
で十分との考えを示した。しかしポットも，事情通のタイ人であればフルブラ
イトがアメリカ世論を代表しているわけではないことを承知しているが，彼の
ような外交委員長の地位にある人物の批判は多くのタイ人の心証を害している
とタナットに同調する姿勢も見せた。またポットも SEATO には NATO に対
するようなアメリカの「自動対応」が確約されていないことへの不満と，将来
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の米政権による政策変更や軍事撤退への懸念を共有していた �49）。ジョンソン
は，タイとの NATO 形式の協定締結は上院の批准が得られる見込みが皆無で
あるため論外であるとしたが，何らの措置を講じなければ，タイが米軍の基地
使用を制限したり，タナットが抗議の意から外相を辞任したりして米タイ関係
が不安定になることを危惧していた �50）。
　このようなタイの不信を解消するために大統領のジョンソンは，10 月下旬，
マニラで開催されたベトナム派兵国会議参加後にバンコクを訪問し，タイへの
防衛関与を表明した。滞在中タイ国民の熱烈な歓迎を受けたジョンソンは，28
日にプミポン・アドゥンヤデート（Bhumibol Adulyadej）国王主催の国賓晩餐
会でタイの協力に謝意を述べるとともに，「SEATO 条約によるアメリカのコ
ミットメントは特定の政党や政権によるものではなく，アメリカ国民による国
家としてのコミットメント」であるとし，「アメリカはこの約束を順守する」と
言明した �51）。さらに，タノームをはじめとする閣僚との会談でもジョンソンは
アメリカの強固な関与の意志を繰り返した �52）。
　なお，ジョンソンはこの訪問中，安全保証の見返りとしてタイ政府に南ベト
ナムへの派兵を直接要求することはなかったが，この控えめな姿勢がやがてタ
イ政府が派兵を決断する際にプラスに作用することになる。というのも，プミ
ポン国王がマーティン大使に後に語っているように，直接派兵を求めないジョ
ンソンの「繊細な思慮」によって，国王が内閣に派兵を促しやすくなったの
だった �53）。アメリカに「腕を締め上げられて」派兵を強要されなかったことが，
タイの決断を促す一因となったのである �54）。
　以上のように，アメリカから MAP の増額と安全の保証を得たタイ政府は 67
年 1 月 3 日，ついに戦闘部隊の派兵を発表した �55）。6 日の記者会見でタノーム
は，この決断の理由を以下のように説明した。南ベトナムでの共産主義者の侵
略は，同国のみならず，アジアの自由主義諸国全体を標的とし，その脅威は地
下組織への支援を通じてすでにタイ王国内にも及んでおり，タイの国家制度や
国民の生活様式が破壊の危機に直面している。もし共産主義勢力の陰謀が南ベ
トナムで成功を収めたら，その次なる標的はタイである。したがって，共産主
義の脅威が直接及ぶ前に予防措置として南ベトナムに派兵し，他の自由主義諸
国とともに共産主義勢力の邪悪な侵略に対抗しなければならない �56）。ただし，
国内での武装勢力の鎮圧に強力な軍隊が必要なため，タノームは南ベトナムへ
の派遣部隊は志願兵で編成することを発表した。徴募の呼びかけに 4 万人超え
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る国民が志願し，訓練を終えたタイ王国陸軍志願軍「クイーンズ ･ コブラ
（Queen’s Cobras）」2207 名が 9 月に南ベトナムの戦地に派遣された。

4　タイへの増派要請

（1）B52 爆撃機配備問題

　ジョンソンは派兵決定への「深い満足感」を親書でタノームに伝え �57），タ
ノームも大統領からの直接の謝意に喜んだ �58）。しかし，南ベトナム派兵の確約
を手に入れたのも束の間，1967 年に入るとジョンソンはさらなる戦争協力をタ
イに求めていく。1 月，ジョンソン政権は B52 戦略爆撃機によるアークライト
作戦を強化すべく，ウタパオ空軍基地の使用許可をタイ政府に求めた �59）。これ
まで B52 による爆撃はグアムの米軍基地を出撃拠点にして実施されてきた。し
かしグアムからでは攻撃目標への到達に 6 時間を要したのに対し，ウタパオか
らであれば飛行時間を 2 時間から 3 時間半に短縮でき，出撃回数を倍増できる
のであった �60）。
　2 月 2 日，タノーム，タナット，プラパート，ダウィなどの主要指導者との
協議に臨んだマーティンは，タイ政府側の懸念に直面した。タナットによれば，
タイにとって B52 の配備は「南ベトナムへの派兵よりも決断が困難」な問題で
あった。タノームは，第三国への攻撃基地をアメリカに提供している唯一の同
盟国であるというタイの特殊な状況に言及し，共産陣営からの報復攻撃や国内
の反乱激化を危惧していた。タノームはマーティンに，B52 の導入によって本
当にベトナム戦争の終結が早まるのか，共産陣営からの報復への対処にアメリ
カはどのような支援をしてくれるのか，例えばアメリカはタイ軍の近代化を武
器供与で支援してくれるのか，と矢継ぎ早に問うた �61）。
　面会を終えたマーティンはワシントンへの報告で，これまでタイ政府はアメ
リカのあらゆる要請に「ほぼ自動承認」を与えてきたが，アメリカが彼らの協
力を「当然のこと」と思い，アメリカのメディアや政府高官の不用意な発言に
タイが反感を募らせている今，米タイ関係は「不可逆地点」にさしかかってい
ると警鐘を鳴らした。これまでタノームはアメリカの要請につねに応えてきた
が，タナット，プラパート，ダウィたちからの圧力によって，これまでの自ら
の全面協力の方針が「タイの最善の国益に適っていないと確信」するように
なっていると分析した。しかし，こうした懸念にもかかわらず，タイ政府は 3
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月 2 日，敵への攻撃力の拡大と戦争の早期終結を目的にウタパオ基地への B52
の配備を許可し，再びジョンソン政権への協力を示したのであった �62）。

（2）アメリカ政府内での増派要求

　1967 年，ジョンソン政権はベトナム戦争によるアメリカ社会の分裂に苦しむ
ことになる。国内の反戦運動が拡大，暴徒化する中 �63），これまでジョンソンの
ベトナム政策に比較的好意的であったテレビなどのメディアが政権批判を強
め �64），同年後半には世論調査で初めて政権への不支持が支持を上回るように
なった �65）。同時にジョンソンは，議会保守派や軍部から戦況の膠着打破を狙う
無制限の北爆と大規模増派の要求に直面した。8月にはジョン･ステニス（John 
Stennis）が委員長を務める上院軍事委員会軍備小委員会で非公開公聴会が開
かれ，タカ派議員や軍高官から政権の弱腰な姿勢への批判が噴出した �66）。
　こうしてジョンソン政権は反戦と戦争拡大要求の板挟みにあったが，この国
内の分裂に苦悩し自らの立場を修正するようになったのがマクナマラであっ
た。これまで国防長官として戦争を指揮してきたマクナマラは，1966 年から次
第に米軍のエスカレーションに疑念を抱くようになり，67 年に入ると軍事的効
果に乏しい北爆の制限と和平交渉を模索するようになる。67 年春から夏にか
け，マクナマラと大統領・軍部との路線対立が明確になっていくが，その契機
となったのが南ベトナム派遣軍ウィリアム・ウェストモーランド（William 
Westmorland）司令官による 20 万規模の増派とラオス，カンボジアへの戦線拡
大，北ベトナム主要港への機雷敷設の要求であった。この軍事エスカレーショ
ンにマクナマラは反対し，軍部のみならず大統領とも確執を抱えて政権内での
孤立を深めた。10 月 21 日には反戦団体による国防総省ビルのペンタゴン封鎖
デモが起きた。政権内での孤立と世論からの猛反発に直面したマクナマラは世
界銀行総裁への転出というジョンソンによる事実上の解任によって68年2月末
に国防長官を辞任することになった �67）。

（3）プミポン国王の訪米

　このように国内の分裂と政権内の対立に悩まされたジョンソンは，米軍増派
への議会と国民の支持を得るために同盟国から支援の拡大を取り付けることが
必須になったが，タイのプミポン国王が訪米したのは，まさにこうした状況下
のことだった。タイでは国王の政治的権限は制限されていたとはいえ，国民の
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間での絶大な人気によってプミポン国王は「相当な政治力」を有しており，こ
れまでも「舞台裏」からタイ社会に多大な影響を及ぼしてきた �68）。前述のク
イーンズ・コブラズの創設においても国王の強い働きかけがあって志願兵で部
隊を編成することにしたところ，前述のように多数の国民が志願を申し出たの
であった �69）。
　6 月 27 日の会談でプミポン国王はまず，アメリカ政府のインドシナの情勢認
識の問題点を指摘した。国王は，アメリカ政府諸省庁はベトナム戦争を「個別
の戦争」であるかのように捉えているが，現実にはタイ国内での破壊活動も含
めて共産主義陣営は「東南アジア全域で単一の戦争」を繰り広げているとし，
北爆の継続と敵への圧力の継続を訴えた �70）。米国政府史料によれば，タイ東北
部でのテロ・宣伝工作は，65 年の 41 件から 66 年には 168 件に急増し，67 年第
1 四半期には 45 件を数え，その勢力は 1300 名と推定されていた �71）。
　対するジョンソンは国王にタイ軍の増派を要請した。前述のウェストモーラ
ンドによる20万の増派要求に言及し，同盟国から相応の協力がなければ米軍増
派への国内の理解を得られないとして，ベトナム派兵国間での増派の負担分担
を提案した。具体的には，同席していたロストウがアメリカと同盟国の分担割
合を 12 万 5000 人と 7 万 5000 人に分け，タイにはその人口比に応じて 2 万人の
追加派兵を求めた。この提案に対し国王は，①新規徴募兵の質，②追加部隊の
訓練と軍事装備，③国内にとどまるタイ軍の装備拡充，の三点を問題点として
指摘した。特に国王は三点目について詳しく語り，南ベトナムへの派遣部隊の
装備が充実する一方で国内にとどまる部隊が近代兵器を獲得できないのは容認
できないとするタイ軍部の心理を説明して，ヘリコプターや短距離離発着飛行
機，通信装備などの国内軍増強への支援も求めた �72）。
　ここでジョンソンはマクナマラに電話をかけ，国王の指摘する問題について
見解を求めた。マクナマラはタイの追加派兵が数千人程度なら訓練する価値が
ないとし，仮に 1 万人を拠出するなら訓練と武器を供与すると保証した。電話
を切ったジョンソンはこれで納得できたかたずねると，国王は固く「ノー」と
返答し，改めてタイ国内にとどまる正規軍の装備の拡充に言及した。この会談
ではこれ以上のやりとりは行われず，支援の問題はタイ政府と国防総省の間で
協議が続けられることになった �73）。
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（4）クリフォード＝テイラー・ミッション

　このように国王に追加派兵を直談判したジョンソンであったが，この会談か
ら一月も経たぬうちに次なる一手を打って同盟国に増派を迫っていく。ジョン
ソンは顧問のクラーク・クリフォード（Clark Clifford）とマクスウェル・テイ
ラー（Maxwell Taylor）を特使として 7 月 22 日からから 8 月 5 日にかけてベ
トナム派兵国の南ベトナム，タイ，オーストラリア，ニュージーランド，韓国
に派遣した。この訪問に先立つ 7 月 13 日，ジョンソンはマクナマラ国防長官，
アール・ウィーラー（Earle Wheeler）統合参謀本部議長，ウェストモーランド
司令官とともに記者会見に臨み，追加派兵の必要性に言及した。その際，増派
の時期や規模について検討を重ねていく予定であると語っていたが �74），このク
リフォード＝テイラー・ミッションで早速派兵国に協力を要請したのである。
ジョンソンは「アメリカ国民に米軍の増派を受け入れさせる最善の方法」は，
ベトナム派兵国から追加派兵を取り付け，戦争の負担をアメリカが単独で背
負っている訳ではないことを国民に示すことにあると考えていた �75）。
　クリフォード＝テイラー・ミッションの目的は，同盟国に対し追加派兵の必
要性を訴え，アメリカと同盟国の親密な関係をさらに増進することにあった。
同盟各国の指導者との会談でクリフォードは，大統領が抱える国内の苦難を克
服するために同盟国の積極的な協力が必須であることを強調した。大統領がベ
トナム戦費の増加による財政赤字を増税によって解消し，米軍増派への国民の
支持を獲得するには，同盟国による積極的な貢献，とくに地上戦闘部隊の増派
を国民に示すことが重要だった �76）。同盟国の追加派兵は南ベトナムでの西側陣
営の軍事力の増強にとって重要であったが，それ以上にアメリカと派兵国の結
束を世界に示し戦争継続への議会と国民の支持を得るという国内政治対策とし
て必須だったのである。
　このミッションの報告書によれば，ベトナム戦争の主要問題について同盟諸
国からの批判は「驚くほど少なく，大いなる見解の一致」を見た。例えば，同
盟国政府はすべて北爆の継続が不可欠であるとの立場で一致し，アジアの指導
者たちは北爆による民間人の犠牲に臆することなく爆撃を強化すべきとの意見
であった。さらに北ベトナム・ハイフォン港への機雷敷設・爆撃や，ホーチミ
ン・ルートの遮断を目的とするラオス領内への派兵といった軍事エスカレー
ションを求める声も上がった。各国の指導者は戦線拡大を新たな戦争方針とし
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て明確に語ることはなかったものの，タイの指導者は隣国カンボジアへの介入
を語り，韓国の指導者は共産中国との対決を口にした。しかし，こうした軍事
作戦の拡大には地上兵力の増強が必要であるとテイラーとクリフォードが述べ
ると，それまで勇ましく語っていた同盟国指導者の熱狂は冷めたという �77）。
　クリフォードとテイラーは，この訪問の目的は増派の確約を同盟国に迫るも
のではないとしつつも，ニュージーランドを除く各国にアメリカが望む追加派
兵の規模を提示した。同盟国の反応は「友好的」だったが，概して「慎重で受
け身の姿勢」であった。各国の指導者たちは今後どのような支援を提供するか
よりも，これまでいかに貢献してきたかを語ることに熱心であった。各国はそ
れぞれの国内事情や地域問題を持ち出してアメリカの要請に額面通り応えよう
とはしなかった。タイは国内共産主義勢力への対処を持ち出し，オーストラリ
アとニュージーランドはマレーシア，シンガポールからのイギリス軍の撤退計
画を，韓国は北朝鮮工作員の侵入増加を喫緊の課題として挙げた。しかし，同
盟諸国の反応は「決して否定的ではなく」，クリフォードとテイラーの印象で
は，最終的にはすべての同盟国から何らかの協力を得られる見通しであった。
各国の事情を勘案すると同盟諸国から同時に追加派兵を得るのは困難だとして
も，例えば，南ベトナムから 6 万 5000 人，タイから 1 万人，オーストラリアか
ら 2 個大隊などの追加派兵が見込まれていた �78）。
　さて，大統領特使の二人とタイ指導者の会談をもう少し詳細に見てみたい。
27，28 日の 2 日間でクリフォード，テイラーとタイ主要閣僚との会談は当初の
予定を大幅に超えて 8 時間に及んだ。2 日間の会談ではまず，テイラーによる
南ベトナムの戦況報告が行われた。タイの指導者たちはジョンソン政権が「道
義的な考慮」やアメリカの「イメージ」を気にして北ベトナムへの軍事圧力を
躊躇することを憂慮し，敵の「弱点に最大限つけ込む」ために北ベトナム紅河
河川堰への爆撃を主張した �79）。増派問題については，初日の会談でタノームは
国内東北部での共産ゲリラへの対処の重要性を語りつつ，米軍への基地提供と
B52 の飛行許可，秘密裏でのラオスへの数百人規模の派兵などで既に応分の貢
献を行っていることを説明し，増派について具体的な言質を与えなかった �80）。
アメリカ政府の史料によれば，67 年 9 月時点で，タイ政府は南ベトナムに陸海
空軍兵 350 名，ラオスに砲兵隊 329 名と特殊任務にあたる軍・警察要員 367 名
を派遣していたほか，タイ領内の米軍施設の警護に 4200 名を配備しており，さ
らにクイーンズ・コブラズの本部隊が南ベトナムに近々到着する予定であっ
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た �81）。この消極的な態度に接し，クリフォードとテイラーは翌日の会談で，大
統領が戦争継続への支援をアメリカ国民に求めるにはその前提としてタイなど
の近隣当事国による軍事貢献の拡大が不可欠であると強調した。彼らは 1 万人
の戦闘部隊の増派を求め，その兵站費用をアメリカが全面的に負担することを
申し出た。タイの指導者たちはこの増派要請に「否定的ではない」としながら
も明確な言質を与えようとしなかった。しかし，会談に同席していたマーティ
ンは，この曖昧な回答を拒絶の意味であると誤解してはならないとし，最終的
には少なくとも 1 万人程度の増派に応じるだろうとの印象を得ていた。アメリ
カの支援についてタイ指導者たちは，追加派兵と武器 ･ 兵站支援を取引しよう
としているわけではないと繰り返し述べたが，クリフォードとテイラーは，ア
メリカが韓国と同様の取り決めを結んでいることをタイ政府は承知していて，
国内治安対策の名目でアメリカからの武器の獲得を求めているものと判断し
た。この会談では支援の具体的な内容については議論されず，今後詳細を両国
で詰めていくことになった �82）。
　前述のように派兵国からある程度の増派の見通しが立ったとの報告を受けた
ジョンソンは，その内容に「とても良い」と満足の様子だった �83）。ただしジョ
ンソンはすぐさまタノームに親書を送り，増派の要請を念押しした。ジョンソ
ンは，テイラーとクリフォードがすでに伝えていた国内対策における同盟国の
増派の重要性に改めて言及し，当時検討中であった戦費調達のための増税に議
会と国民の理解を得られるかは「貴殿や他の同盟国の兵力増強」次第であると
追加派兵を迫った �84）。

（5）タイ政府の増派決定

　67 年 8 月，プミポン国王の訪米時とクリフォード＝テイラー ･ ミッションの
訪問時に問題となったタイ軍増派へのアメリカの支援について両国の交渉が始
まった。まず増派の規模については，アメリカ側が 1 万人を想定していたのに
対し，タイ政府は 8500 人の追加派兵を予定しており，両国の想定にずれがある
ことが明らかになった �85）。当時ジョンソンは，チャールズ・パーシー（Charles 
Percy）上院議員の決議案など，アジア同盟諸国に追加の軍事貢献を要求する
議会からの「激しい圧力」に直面しており �86），アメリカ側は軍事的・政治的イ
ンパクトのある 1 万人規模の増派を必要としていた。
　9 月上旬にタイ政府から届いた援助要求は「膨大」な額に上った �87）。タイ政
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府側は，南ベトナムへの派兵に係わる費用と派兵による欠員補充費用に加え
て，戦力が低下する恐れのある国内軍の近代化・増強（ホーク防空ミサイル一
個大隊）と国内の治安強化支援（ヘリコプター一個大隊）を増派を決定する上
での「緊急要件」として求めた �88）。ただし，在バンコク米大使館によれば，こ
れらの要求は今回の増派要請に対する見返りとして新たに要求されたものでは
なく，外部攻撃への対処能力の向上とベトナム戦争の終結による米軍撤退後の
防衛力を強化するためにタイ政府が以前から繰り返し求めてきたものであっ
た �89）。ダウィと接触した大使館の印象では，この要求に応じなければ，タイ政
府が追加派兵を拒絶したり，駆け引きによって交渉が難航・長期化したりし
て，これまでの両国の協力関係が悪化する恐れがあった �90）。
　南ベトナムへの派兵費用の負担はすでに韓国とフィリピンに対しても行って
きたことであり，アメリカ側にとってはさほど大きな問題ではなかった。しか
し，国王も訪米時に強調していたタイ軍の増強・近代化をどの程度支援すべき
かは判断の難しい問題であった。タノームやプラパート，ダウィはとくに高額
なホーク防空ミサイルの獲得に固執していたが，タイが中国や北ベトナムから
直接攻撃を受ける可能性は低く，タイにホーク・ミサイルを配備する軍事的根
拠は乏しかった �91）。しかし，10 月 6 日にジョンソン，マクナマラとホワイトハ
ウスで会談した際タナットはタノームからの伝言として，「国内にとどまる軍
隊の強化にどれほどの装備を得られるか」がタイの「安全保障と政治の両方」
にとって極めて重要な問題であると伝えていた �92）。
　ここでタノームのいう「タイ政治」の問題には，自らの権力維持の問題が含
まれていたように思われる。というのも，米大使館も察知していたように，67
年9月当時，バンコクではプラパートによるクーデターの噂が流布していた�93）。
プラパートの不満は，ベトナム戦争で多大な貢献をしているタイにアメリカが
どの程度の援助を供与するつもりなのかが不透明であることに起因していた
が，陸軍幹部のプラパートにとってホーク ･ ミサイルはその援助の「最重要項
目のひとつ」だった �94）。したがって，プラパートがアメリカの援助内容に不満
を募らせると，これまでのタイの全面的な協力に対してアメリカから正当な評
価を得られていないことを理由にタノームを政権から追い出す可能性があった
のである �95）。このようにタイ軍の近代化支援は軍事的観点のみならず，タイ軍
部の不満を解消し，これまでアメリカに積極的に協力してきた「タノームの地
位」を守り，同盟の安定を維持するためにも重要だったのである �96）。当時タイ
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では新憲法の公布と議会選挙が近い将来実施される予定であったため，このタ
イミングでのプラパートによる権力奪取は「軍事独裁」との批判を巻き起こし，
タイ支援への反対がアメリカ国内で高まる危険があった �97）。
　以上の点を総合的に勘案した結果，前述のタナットとの会談でマクナマラ
は，アメリカ側の回答として 1 万人増派に伴う訓練，武器 ･ 装備費用，海外派
兵手当の支給に加え，国内軍増強のためのホーク地対空ミサイルシステムの提
供と 68，69 各会計年度での MAP7500 万ドルの供与を約束した �98）。
　この後，細部に関する詰めの交渉を経て，11 月 9 日，ついにタイ政府は南ベ
ト ナ ム へ の 約 1 万 1000 人 の 戦 闘 部 隊「 ブ ラ ッ ク・ パ ン サ ー ズ（Black 
Panthers）」の増派を決定した。ジョンソンはタイの決定を喜んだが，その派兵
の催促に余念がなかった。12 月下旬，ハロルド ･ ホルト（Harold Holt）豪首相
の葬儀の機にキャンベラで会談した際，ジョンソンはタノームに南ベトナムへ
の早期派兵を改めて要請した。タノームはアメリカから必要な装備が供与され
るまで派遣部隊の訓練を開始できないと留保しつつ，装備の受領から90日以内
の派遣を保証した 99）。
　実は，このジョンソンの催促には，ラスクとマクナマラの両長官が懸念を示
していた。マクナマラは，政治的にはタイの早期派兵が望ましくとも，訓練不
足のタイ兵士を派兵するとその警護が米軍の負担になることや，タイの部隊が
戦闘で早々に敗北を喫すればタイ軍派兵の政治的意義まで失われることを案じ
ていた �100）。同様にラスクも，訓練不足が原因でタイ兵士に多くの死傷者が出た
場合，アメリカに催促されて訓練期間を短縮した過失をタイ政府が問われるこ
とになる危険を指摘した �101）。両長官からの勧告を受け入れ，ジョンソンは戦闘
能力が整った段階での派兵という原則に同意したが，それでも，タイに最大限
早期の増派を求めていく姿勢を崩さなかった �102）。

5　同盟の将来への不安

（1）テト攻勢とジョンソン演説

　68 年 1 月末，ジョンソンはこれまでのベトナム戦争で最大の危機を迎えるこ
とになる。1 月 31 日，南ベトナム全土の主要都市で解放民族戦線と北ベトナム
軍による一斉武装蜂起が始まった。テト攻勢の発生である。この一斉蜂起がア
メリカ国民に与えた心理的影響は甚大で，ジョンソン政権のこれまでの戦況報
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告とは反対に，勝てない戦争としてのベトナム戦争の実態が明らかになった。
CBS テレビ「イブニング・ニュース」のアンカーマンで「アメリカで最も信頼
される男」と称されたウォルター ･ クロンカイト（Walter Cronkite, Jr.）は現
地取材後の放送で，ベトナム戦争の泥沼から抜け出すにはもはや北ベトナムと
の交渉以外に道はないと視聴者に訴えた �103）。テト攻勢の衝撃は国際金融市場
にも及び，ドルが市場で大量に売られ，アメリカの国際収支の急激な悪化に
よって戦争の継続が危ぶまれるようになった �104）。3 月 25，26 日，ジョンソン
の招集で集まったディーン・アチソン（Dean Acheson）元国務長官，マク
ジョージ ･ バンディ（McGeorge Bundy）前国家安全保障問題担当補佐官，
ジョージ・ボール（George Ball）前国務次官などの「賢人たち（Wise Men）」
の多くが戦争の軍事的勝利を悲観し，南ベトナムからの撤退の検討を大統領に
勧告した �105）。
　こうした危機的状況下の 3 月 31 日午後 9 時，ジョンソンはホワイトハウスの
執務室からアメリカ国民に向けてテレビ演説を行う。大統領は南ベトナム政府
の転覆を狙ったハノイによるテト攻勢は南ベトナムと同盟国軍の反撃によって
失敗に終わったと抗弁しつつも，北爆の部分的停止と和平協議の開始を提案し
てベトナム政策の転換を告げた。成果のある協議を開催するためにジョンソン
は，米軍の戦闘行動を「一方的かつ即座に」縮小する意向を示すとともに，北
ベトナムとの「いかなる協議」にも応じる用意があるとし，北ベトナム軍の撤
退，戦闘縮小次第で米軍を撤退させる可能性にも言及した。そして演説の最後
にジョンソンは，党派対立による国内の分裂を避け大統領の職責を全うするた
めにこの年の大統領選挙に出馬しない意志を明かしてアメリカ国民と世界を驚
かせた �106）。

（2）タイ政府の「見捨てられ」の不安

　大統領演説の知らせをレナード ･ アンガー（Leonard Unger）新大使から聞
いたタノームは，「音が聞こえるほど大きく息を呑ん」で驚愕の様子を示したと
いう �107）。4 月 1 日の記者会見で大統領選後にアメリカのベトナム政策が転換す
る可能性について問われると，タノームは「まさにそれが私の恐れていること」
であると応じ，民主党候補のロバート・ケネディ（Robert Kennedy）の名を挙
げて懸念を示した �108）。ケネディはジョンソンとの個人的確執もあって 64 年 9
月に司法長官を辞任して上院議員に転じて以降，南ベトナム政府と解放民族戦
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線による連合政府の形成や北爆の停止，共産主義勢力との和平交渉を唱えてき
た。69 年 3 月に大統領選への出馬を決めると，ケネディはジョンソンのベトナ
ム政策への批判を強め，米軍増派への反対，和平交渉の開始，解放民族戦線の
政治参加容認の姿勢を鮮明にした �109）。タイの指導者たちは，ヨーロッパを重視
してアジアには「最低限の関心」しか有さないケネディが大統領になれば，ア
メリカの東南アジア政策は大幅に修正され，「我々は見捨てられる」ことになる
と不安を募らせた。タノーム曰く，万一アメリカのベトナム政策が変更される
ことになれば，「自由世界の盟主としてのアメリカの名声は消失し，少なくとも
世界のこの地域でアメリカを信頼するものは誰もいなくなる」のであった �110）。
ケネディの大統領就任の可能性は 6 月 6 日に彼が暗殺されて無くなるが，この
後も米軍撤退へのタイの不安が払拭されることはなかった。
　4 月 12 日，タナットはバンコク・ロータリークラブでの演説で，タイは自ら
の危険を顧みず 4 万 4000 人もの米軍の駐留を容認しているにもかかわらず，米
議員の一部やメディアは相変わらずタイ批判を繰り返していると不満を爆発さ
せた。ジョンソンの和平交渉提案についてタナットは，東南アジア全域の支配
を依然目論んでいる共産主義勢力との交渉は無益であるとし，西側諸国が再び
共産主義陣営に譲歩を重ねる危険を指摘した。タナットによれば，アメリカは
自らの意志で東南アジアに介入してきただけに，自国の国益に照らして撤退が
妥当だと判断すれば，タイや南ベトナムの利益に反しても一方的に撤退する可
能性があったのである �111）。別の演説でタナットはさらに，南ベトナムを「犠
牲」にする「偽りの和平」を批判し，かつてのジュネーヴ会議のようにアメリ
カが再度「パッチワーク的解決」に走ることを危惧した �112）。
　このようにアメリカの関与への疑念が高まる中，ジョンソンは 5 月 8，9 日の
首脳会談でタノームに北ベトナムとの交渉に強い姿勢で臨むことを約束し不安
解消に努めた。ジョンソンがいうには，テト攻勢に失敗した北ベトナムは，い
までは南ベトナム政府の腐敗ぶりを喧伝してアメリカ国民の戦争支持を分裂さ
せ，その国内圧力を利用してアメリカから譲歩を勝ちとろうと画策しているの
であった。ジョンソンは，アメリカは同盟国へのコミットメントを放棄したり，
友邦を見捨てたりすることなく，「名誉ある和平」の実現に取り組んでいくと保
証し �113），タノームに，テト攻勢の失敗で北ベトナム軍が 10 万人規模の大損害
を被っている間にタイが迅速に追加派兵を実施するよう要請した �114）。マクナ
マラの後任として国防長官に就任したクリフォードもタノームとの個別の会談
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で，これまで 2 万 1000 名の米兵の尊い命と何十億ドルも費やして南ベトナムを
守ってきた努力を大統領が拙速な撤退によって無駄にすることなど決してない
と関与の継続を保証した。クリフォードは，アメリカはパリでの和平交渉の進
展を望むとしつつも，交渉が破綻すれば軍事路線への回帰を厭わない決意を示
した �115）。
　国務省の分析では，反戦運動の高揚とジョンソン演説で 4 月に頂点に達した
タイ政府の不安が首脳会談によってかなり解消されたものの，タイには米軍へ
の協力の「程度や形態，見返り」を決める裁量があるため，今後はタイ政府の
協力を当然のことと考えてはならなかった。南ベトナムへの派兵はタイ自らの
国益判断の結果であったとはいえ，アメリカの要請に「駆り立てられて」のこ
とでもあったため，今後北ベトナムとの和平交渉を進めるにあたってアメリカ
が自らの意見に配慮することをタイは期待していると思われた �116）。また，アン
ガーがワシントンでの省庁間グループ会議で語ったように，アメリカの関与の
保証が揺らげば，これまでジョンソン政権のベトナム政策を支えてきたタノー
ムへの反発からプラパートの一派が対米自主路線を歩むようになって，これま
での協力関係を維持できなくなる恐れもあった �117）。
　7 月下旬，タイ政府は陸軍から編成されたブラック ･ パンサーズ部隊の第一
陣 5700 名を南ベトナムに派兵し，ジョンソンが退任する直前の 69 年 1 月には
同数の後続部隊も派遣された。この間，アメリカ国内の反戦運動はいっこうに
弱まらず，8 月下旬にはハンフリーを大統領候補に選出した民主党全国大会が
開催されたシカゴで反戦デモ隊と警察が衝突し，アメリカ社会の分裂はさらに
深まった 118）。タイの指導者たちはこうした米国内の騒乱や「孤立主義」的なメ
ディアの圧力によって次期大統領が南ベトナムからの撤退を決断するのではな
いかとの不安を抱き続けた 119）。
　こうした中，大統領選投票日直前の 10 月 31 日にジョンソンは，北爆の全面
停止に踏み切ってハンフリーを援護した。しかし，支援のかいもなく，大統領
選を僅差で制したのは共和党候補のリチャード・ニクソン（Richard Nixon）
だった。69 年 1 月に大統領に就任したニクソンは，その後さらに 4 年間戦争を
継続していくことになるが，当時タイ指導者はそのような将来を知る由もな
かった 120）。
　米中央情報局の情勢分析によれば，68 年末時点でタイ政府内部，特に陸軍内
部では，米軍の東南アジア撤退の見通しを前提にアメリカへの依存を減らして
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いくべきとの声が高まっていた。軍部のみならず文民の高官たちもジョンソン
の北爆の全面停止に反対しており，今後タイ政府が外交政策を大幅に転換する
可能性も排除できないとされた。このように 69 年 1 月にジョンソンが退任する
まで，タイ政府は「タイと東南アジアからの米軍の全面撤退」という見捨てら
れの不安に苛まれていたのであった 121）。

おわりに

　ここまで見てきたように，ベトナム戦争の拡大過程でアメリカとタイは同盟
国として緊密な軍事協力を築き，西側集団防衛の中核を成した。冷戦史上最大
の地域紛争となったベトナムへの軍事介入の正当性を確保し，議会やメディ
ア，世論の参戦支持を獲得・維持するには，ジョンソンはベトナム介入がアメ
リカの単独事業ではなく同盟国との協調・負担分担に基づく集団防衛措置であ
ることを明らかにせねばならなかった。タイをはじめとする同盟国の参戦は西
側陣営の戦闘力の拡充にとって意味があったが，本稿の考察によれば，ジョン
ソン政権にとってはそうした軍事的意義以上に，戦争継続への議会と国民の支
持の獲得という国内政治対策上重要なものであった。
　ジョンソン政権の度重なる要請に，タノーム率いるタイ政府は，最大時 5 万
人に迫る米軍の受け入れに始まり，タイ基地の自由使用，B52 爆撃機の出撃許
可，クイーンズ・コブラズとブラック・パンサーズの派兵・増派と次々に協力
し，同盟国としての責務を果たした。ベトナム戦争に巻き込まれ，共産陣営か
らの報復の危険を自覚しながらも，タイ政府はアメリカの要請に応えていった
のであった。
　先行研究の中にはブラックバーンのように，タイの南ベトナムへの派遣軍は
アメリカの経済的報酬によって買収された「傭兵」であったと批判する研究も
ある �122）。本稿でも確認したように，国務省内部では MAP の増額供与によって
タイ部隊の派兵を確保しようとする「リンケージ」が検討されていたのは事実
であり，また実際，タイ政府の決断を促す際にその見返りとして軍事援助の拡
大を約束したのであった。他方，タイ政府側も，派兵と援助の取引を否定しつ
つも，派遣部隊の費用と国内軍の近代化のために最大限の援助を獲得すべく
ジョンソン政権と駆け引きを演じた。
　ただし，タイによる派兵・増派は，「傭兵」という用語が示唆する経済的報酬
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の確保を主たる動機とする行為であったわけではない。ブラックバーンは，タ
イ政府がベトナム戦争を自国への直接の脅威と認識していなかったにもかかわ
らず派兵したことを「傭兵」とみなす根拠の一端としているが �123），タイの指導
者たちがジョンソンやラスクに繰り返し強調したように，彼らは南ベトナムと
ラオス，タイ国内も含めたインドシナ全域での共産主義の脅威を一体不可分の
ものと認識し，あらゆる場所で断固対決していく必要があると考えていた。ゆ
えに，タイ政府は，ベトナム戦争を自国の安全保障と関連づけ，自国にその脅
威が直接及ばぬよう南ベトナムに前方展開する決断に至ったのだった。しか
し，国内に共産ゲリラの脅威を抱え，その対処に軍事的・経済的リソースを必
要とする中，タイが南ベトナムへ追加派兵するにはアメリカの支援が欠かせな
かった。ジョンソン政権側もこの点を理解し，さらに基地提供などのタイの軍
事協力や，またそれを可能にしてきたタノーム政権の存続を勘案して支援を決
定したのであって，共産主義の拡張にまったく脅威を感じていないタイを経済
力にものを言わせてベトナム戦争に引き込んだわけではなかった。
　このように緊密な軍事協力を築いた米タイ関係であったが，タノーム政権は
一貫してアメリカの防衛関与とベトナム戦争を戦い抜く意志に疑念を抱き，見
捨てられの不安を抱き続けていたことも本稿の考察で明らかになった。ラオス
内戦直後に駐タイ米軍の撤退で見捨てられた経験はベトナム戦争においてもバ
ンコクの政策決定者の脳裏から離れず，ジョンソン政権による北爆の停止や北
ベトナムとの対話を常に警戒していた �124）。ジョンソンがタイにアメリカの揺
るぎない防衛関与を何度保証しても，アメリカは大統領の国益判断ひとつで小
国の犠牲を顧みず一方的に政策転換を図るかもしれないとの不安をタイの指導
者達は抱え続けていたのであった。

（付記）本稿は，科学研究費助成事業（基盤研究（B）18H00823「米国による同盟の戦略
的調整に関する比較歴史研究：脅威認識・安心供与・コスト負担」）による研究
成果の一部である。

注
 1）	 ジョンソン政権のベトナム政策に関しては膨大な研究があるが，代表的な通史研

究として以下のものが挙げられる。George C. Herring, LBJ and Vietnam: A 
Different Kind of War （Austin: University of Texas Press, 1994）; Lloyd C. 
Gardner, Pay Any Price: Lyndon Johnson and the Wars for Vietnam （Chicago: 
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Relations with the United States 1965-75 （Lexington: Lexington Books, 1975）; 
R. Sean Randolph, The United States and Thailand: Alliance Dynamics, 1950-
1985 （Berkeley: Institute of East Asian Studies, University of California, 1986）; 
Surachart Bamrungsuk, United States Foreign Policy and Thai Military Rule, 
1947-1977 （Bangkok: Editions Duangkamol, 1988）; Arne Kislenko, “Bamboo in 
the Shadows: Relations between the United States and Thailand during the 
Vietnam War” in Andreas W. Daum, Lloyd C. Gardner, and Wilfred Mausbach 

（eds.）, America, the Vietnam War, and the World: Comparative and 
International Perspectives （Cambridge: Cambridge University Press, 2003）; 
Arne Kislenko, “A Not So Silent Partner: Thailand’s Role in Covert Operations, 
Counter-Insurgency, and the Wars in Indochina,” Journal of Conflict Studies, 
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	 This article aims to examine U.S.-Thai allied relations during the 
escalation of the Vietnam War. Since the commencement of the bombings on 
North Vietnam and the deployment of combat ground troops in 1965, the 
United States intensified the military involvement in South Vietnam to 
protect the Saigon regime from communist subversions. As part of his efforts 
to justify the military intervention while ensuring domestic support for it, 
President Lyndon B. Johnson sought economic and military support from 
Asian and Pacific allies. Responding to the U.S. demands, Australia, New 
Zealand, South Korea, the Philippines, and Thailand came to the defense of 
South Vietnam. Of the five allies, Thailand sent the second largest troops to 
South Vietnam. The Thais also provided Washington additional assistance 
including the authorization for the U.S. military to use Thai bases, 
transforming them into what one historian describes as “U.S. unsinkable 
aircraft carrier.” 
	 Despite such Thailand’s indispensable roles, precedent studies have paid 
only minimal attention to U.S.-Thai relations during the Vietnam War. This 
article attempts to fill the gap of the historiography by focusing on the 
negotiation process leading to Bangkok’s decisions to send combat troops 
named “Queen’s Cobras” and “Black Panthers” in 1966 and 1967 respectively. 
Drawing on various declassified U.S. documents, this article contends that the 
Thai military engagement was determined primarily by its recognition of 
integrated communist threats emerging across the whole of Indochina. It also 
reveals the two countries’ differing views on how to deal with the communist 
threats in Indochina, the Thai leadership’s dissatisfaction of U.S security 
guarantee for it, and its anxieties with regard to possible U.S. disengagement 
as the war progressed.
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